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LETTER 　2021年11月号のニュースレターをお届けします。

　掲載内容に関してご不明な点等があれば、当事務所

までお問い合わせください。
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2025年3月号のニュースレターをお届けします。
掲載内容に関してご不明な点等があれば
当事務所までお問い合わせください。

Salire07
テキストボックス
◆令和7年度税制改正のポイント
（中小企業経営強化税制の拡充・延長、中小企業投資促進税制の延長、
　 中小企業者等の法人税率の特例の延長　他)
◆知っておきたい！経営指標(流動比率）
◆ぐんま賃上げ促進支援金について(令和7年2月4日現在)
◆2025年から4月から始まる出生後休業支援給付金
◆2025年4月から「育児時短就業給付金」を創設します
◆今春の賃上げ動向と企業としての対応
◆2025年1月から「離職票」をマイナポータルで受け取れるようになります！
◆Ｍ＆Ａ譲渡し情報
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支給要件
　出生後休業支援給付金は、子どもの出生直
後の一定期間に、両親ともに14日以上の育児
休業を取得した場合に、最大28日間、支給され
るものです。
　受給のためには以下の①②の要件を満たし
ていることが必要です。

　ここでいう対象期間とは、以下のとおりです。
[従業員が産後休業をしていない場合（従業員
が父親または子が養子の場合）]
「子の出生日または出産予定日のうち早い日」

から、「子の出生日または出産予定日のうち遅
い日から起算して8週間を経過する日の翌日」
までの期間

[従業員が産後休業した場合（従業員が母親か
つ子が養子でない場合）]
「子の出生日または出産予定日のうち早い日」
から、「子の出生日または出産予定日のうち遅
い日から起算して16週間を経過する日の翌
日」までの期間

2025年4月1日より前から引き続いて育児
休業を取得している場合は、下線部を2025年
4月1日として読み替えて確認が行われます。

支給額・申請手続
　支給額は、原則として育児休業を開始する前
6ヶ月に支払われた賃金の13％相当額です。出
生時育児休業給付金または育児休業給付金の
給付率67％とあわせると、給付率が80％とな
り、手取りの10割相当額が支給される仕組み
となっています。
　支給申請手続は、原則として、出生時育児休
業給付金または育児休業給付金の支給申請と
併せて、同一の支給申請書を用いて行うことに
なります。

育児休業を取得する従業員の中には、配偶者が専業主婦（夫）であったり、ひとり親として育児をしていた
りすることもあります。このように配偶者が育児休業を取得していない場合も、出生後休業支援給付金が
支給されることがあります。その際には、配偶者の状況に応じた申告書や添付書類の提出が求められます。

3月号 / 2025雇用保険情報　 ROUMU INFOR M ATION

2025年4月から始まる
出生後休業支援給付金
育児休業を取得すると、一定の要件を満たした従業員（雇用保険の被保険者）は所得の補てん
として出生時育児休業給付金または育児休業給付金を受給することができます。ただし、通常、
育児休業を取得する前と比較して手取額は低下することから、より高い補てんとすることを目的
として、2025年4月から出生後休業支援給付金が創設されます。

① 従業員
対象期間に、同一の子について、出生時育
児休業給付金が支給される産後パパ育休ま
たは育児休業給付金が支給される育児休業
を通算して 14日以上取得したこと。
② 従業員の配偶者
「子の出生日または出産予定日のうち早い日」
から「子の出生日または出産予定日のうち遅
い日から起算して 8週間を経過する日の翌日」
までの期間に通算して 14日以上の育児休業
を取得したこと、または、子の出生日の翌日
において別途定められている「配偶者の育児
休業を要件としない場合」に該当していること。

社会保険労務士法人ローム
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3月号 / 2025労務管理情報  　会話で学ぶ人事労務管理の勘所

今春の賃上げ動向と企業としての対応
このコーナーでは、人事労務管理で問題になるポイントを、
社労士とその顧問先の総務部長との会話形式で分かりやすくお伝えします。

総務部長

昨年春は多くの企業でベースアップが行われましたが、今年はどのような状況でしょうか？

バブル崩壊以降、日本の賃金は30年間ほぼ上昇していませんでしたが、昨年と一昨年は
物価高騰などの状況から久しぶりの賃上げが行われました。連合の集計によれば、昨年
の賃上げ平均は全体で15,281円・5.10％の賃上げ、99人以下の中小企業では9,626円・
3.98％の賃上げと近年には見られなかった高水準となりました。今年も春闘が始まって
いますが、昨年同等か、それ以上の賃上げになる可能性が高くなっています。

最近は初任給もかなり高くなっているようですね。

多くの企業が新卒採用に苦戦する中、採用競争力を上げようと、初任給の引き上げ
を進めています。昨年4月入社の大卒新入社員の平均初任給は前年比＋8,375円の
225,457円（産労総合研究所調査）となっていますが、今年も同程度の引き上げになるで
しょう。また、今年は一部の大手企業で30万円を超える初任給を設定するような事例も
増えており、今後、初任給については更なる高騰が予想されます。

最低賃金については政府の総合経済対策の中で、2020年代のうちに全国加重平均で
1,500円を実現するという方針が示されています。これを実現しようとすると、毎年7％程
度の引き上げが必要となります。少なくとも今年については、昨年以上の最低賃金引き上
げになる可能性が高いのではないかとみています。

① 今年についても昨年同等か、それ以上の賃上げが予想される。
② 企業としては賃金制度を整備すると共に、賃金の上昇分を吸収できるような収益性の確
保をいまから目指していく必要がある。

中小企業がその動きにどこまで追随できるかはわかりませんが、初任給がそれだけ上昇
すると先輩社員との賃金逆転に注意しなければいけませんね。

その通りです。通常は賃金の逆転が起こらないように20代の社員を中心にベースアップ
を行うことになりますが、それによる30代以上の社員の不満も大きくなるため、賃金カー
ブ全体の見直しを行う必要も出てくることでしょう。

確かにそうですね。昨年、過去最大の引き上げになった最低賃金の動向はいかがでしょうか？

社労士

ONE 
POINT

本当にそうですね。ただ、今後も継続的に賃金水準は上昇を続ける見込みである以上、
安定的にその支払いができるような収益性を確保することが不可欠になります。この点
については真剣な議論が必要になります。

企業の負担は大きくなりますね。

社会保険労務士法人ローム
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業種 所在地 売上高 譲渡希望額

    温泉旅館 関東地方 １千７００万円 応相談

    イベントプロデュース 関東地方 4億円～5億円 応相談

    スーパーマーケット 関東地方 ２０億円 応相談

  精神科クリニック 関東地方 3億円～4億円 応相談

建築資材の卸・内装建築工事 関東地方 5億円 応相談

ソフトウェア開発 関東地方 4億円 応相談

日本酒製造・販売業 関東地方 ３千万円 応相談

プログラムの開発 関東地方 ５億円 応相談

WEBサイト制作 関東地方 1億円 応相談

太陽光発電所 関東地方 5億円 応相談

イベントプロデュース 関東地方 ４億円 応相談

M ＆ A 譲 渡 し 情 報    

お問い合わせ先 北関東M＆Aサポート ☎ 027-260-8630




